【理事会声明】
　　 オンライン請求義務化撤回させた保険医運動

　　 に確信持ち、残る重要課題解決に全力を

　レセプトオンライン請求義務化撤回「大阪訴訟」原告団は，2009年12月27日に開いた総会で，全国2,193人の保険医が大阪，横浜両地裁に提訴したことが実を結び，改正省令151号で義務化撤回を実現させたとする原告団アピールを採択，訴訟が大きな成果を挙げたことを確信にするとともに，患者のプライバシー保護など残された課題については闘いの場を法廷外に移すことを明らかにした．

　大阪府歯科保険医協会理事会は，国を相手に立ち上がった原告団の皆さんに，心から感謝し，レセプトオンライン請求義務化撤回を勝ち取ったことを共に喜びたい．
　改正省令によって，2011年４月診療分からオンラインまたは電子媒体による請求（電子レセプト請求）が原則となった．しかし，①レセコンが無い医療機関は，紙レセ請求が認められる②レセコンを使用していても，すべての常勤医が65歳以上の医療機関は，紙レセ請求が認められる③電子レセプト請求に対応できないレセコンのリース・償却期間中（要件を満たせば2015年３月診療分まで）――の除外措置が設けられた．

　手書きレセプト請求の医療機関が，そのまま手書き請求を続けられることは，何よりの改善である．また，10月のパブリックコメント募集時点ではオンライン請求義務化を前提にしていた改正案が，医療関係者，患者・国民からの2,200件の意見で原則化に転じたことも大いに評価したい．
　協会は，会員署名，患者署名に取り組みながら，国会議員要請でオンライン請求義務化が有する問題を繰り返し訴えてきた．そこに，横浜と大阪での訴訟が加わり，マスコミの関心を呼び起こし，患者・国民に問題点が広がっていった．こうした協会，保団連をはじめとする医療団体，そして患者・国民の世論と運動が，改正省令第151号に結実したことを改めて確認したい．

　さて，オンライン請求義務化撤回という点では大きな改善だが，電子レセプト請求が原則とされたことは，患者自身の医療情報の自己決定権が認められていない問題，保険請求以外の民間を含む他目的利用，医療情報の漏えいの問題，社会保障カードと連動した管理医療体制化，医療「標準」化の問題など，なお多くの問題が残っている．

　私たちは，患者の医療を受ける権利とプライバシーを守る義務を課せられている歯科医師として，これらの重大な問題を患者・国民と共に解決していくことに全力を尽くすことを表明する．
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